(別添様式１－１)

平成23年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費

	事業名:地域農政推進対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農産園芸課　水田農業担当　電話番号：058-272-1111（内2867）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11423@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：20,000千円（前年度予算額：19,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


地域の農地を守り、農村集落の活力の維持を図るため、組織化が遅れている小規模農家の多い地域での新規集落営農組織の設立に向けた支援を行う。
(１)農業協同組合が集落営農組織に賃貸借する機械等の経費について支援する
(２)モデル集落の集落営農の組織化支援
　　○県職員による集落営農組織化支援チームを編成し、現地からの要請に応じて支援
　　　・普及指導員による組織化に向けた活動
　　　・集落営農組織化委員会の設置
　　○集落営農サポーターの活動支援
　　　・集落営農サポーターの要請に応じて
　　○先進地視察
　　　・条件が類似した集落での先進事例の収集
　　○モデル集落における集落営農組織化活動成果検討会の実施
　　　・関係機関による課題解決に向けた検討及び情報共有

	２　所要経費


(１)農業協同組合が集落営農組織に賃貸借する機械等の経費について支援　17,000
(２) モデル集落の集落営農の組織化支援　3,000
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　２儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

　・認定農業者・法人経営体・集落営農組織を育成する
	２　これまでの取組状況


　新規集落営農組織を対象に、平成２１年度は４市町で５組織、平成２２年度は２町で４組織(予定)に対して、賃貸借する機械等の経費を支援。
	３　これまでの取組に対する評価


　本事業は集落営農組織設立時の初期投資を支援することで、新たな集落営農組織の

経営安定化に寄与している。これまで小規模農家が多く、地域の担い手がいない地域で、新たな担い手確保策の一つとして、大きく貢献している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	19,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	19,000

	要求額
	20,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,000

	決定額
	20,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,000


